
上場取引所（所属部）

４３６７ 大阪証券取引所（市場第２部）

大阪府

ＴＥＬ （０６） ６２０４－１５３３

中間配当制度の有無 有

単元株制度採用の有無 有 (１単元 1,000株)

１．1４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）経営成績

百万円 百万円 百万円

（２）配当状況

（３）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

２．1５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

１株当たり予想当期純利益

２．期末自己株式数 １４年３月期

売 上 高

（参考） ( 通 期

百万円

中 間 期

株1,400 374

）

百万円

－ ０

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

５

２

売 上 高

経 常 利 益 率

８

２

．

２８

1株当たり当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後

．

％

１

５ △

株主資本比率

株 主 資 本

当 期 純 利 益 率

％

６５ △

１株当たりの株主資本株 主 資 本

０

中 間 期 末
配 当 性 向

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

１１

．

．

24,500,000

１

４４

当期純利益

２０，５００

９，７００ △ １００

６５

１００

（ ）
対 前 期

△ ５０

経 常 利 益

△

総 資 本

経 常 利 益 率

対 前 期

増 減 率

対 前 期

増 減 率
営 業 利 益

45.5

－ －)

７２３

13.5

9.8 )

△(

(

１４６

－

％

．

９．

配当金総額

（年　間）

（

．

上 場 会 社 名

取締役経理室長

村 田 宏

広栄化学工業株式会社

決 算 取 締 役 会 開 催 日

定 時 株 主 総 会 開 催 日

問 合 せ 先

本 社 所 在 都 道 府 県

14 年 3 月 期

13 年 3 月 期

．

14 年 3 月 期

13 年 3 月 期

円

売 上 高

９

２１，２６２

△

△ (

１，５０６

５３３

(１，２３７

( )

銭

．． ．

銭

００

円

９

１３年３月期

－

．１

１．期末発行済株式数

６

０．

14 年 3 月 期

13 年 3 月 期

（注） 株

円 銭 円円 銭

１４年３月期 24,499,417

６ ００

株

．

２５，２３７

２８，５０６ ３

１３年３月期 24,500,000

総 資 産

（注） １４年３月期 24,498,600 株

２５

４３８．

４９２．

５７１０，７４４

１２，０６０

１ 株 当 た り の 年 間 配 当 金

４２

４２

１３年３月期株

経 常 利 益 当 期 純 利 益

６

０．００

０ ００

．００

．

１８，３９９

００

．３５△

１．期中平均株式数

無

14 年 3 月 期

13 年 3 月 期

平成１４年５月１６日

責任者役職名

平成14年3月期 個別財務諸表の概要

コ ー ド 番 号

氏 名

(

平成１４年５月１６日

平成１４年６月２７日

２ 円

百万円

－

銭

－

２．会計処理の方法の変更

　(注)記載金額は百万円未満切捨

　　　利益項目での△は損失

)

)

（ ）

％

△１，０８６ (

株 主 資 本

配 当 率

百万円

株

％ ％

－

－

中 間 期 末

円 銭 円 銭

．０００

５０通 期

０４

０．００．００

銭

円 銭

－

△ △50.3

－ △)

）（）

百万円％

増 減 率

％ ％

対 前期

増 減率

中間期営業利益 △ １００

)

２２３ ( △ )32.2

９

２００ 百万円通期営業利益百万円
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（単位：百万円、未満切捨）

期  別

自 自

至 至

製品グループ

医 農 薬 関 連 化 学 品 37.4 40.2 △ 1,663 △ 19.5

機 能 性 化 学 品 8.0 8.4 △ 311 △ 17.5

そ の 他 22.6 20.6 △ 214 △ 4.9

計 68.0 69.2 △ 2,190 △ 14.9

多 価 ア ル コ ー ル 類 22.5 20.8 △ 277 △ 6.3

そ の 他 9.5 10.0 △ 394 △ 18.5

計 32.0 30.8 △ 672 △ 10.3

△ 2,862 △ 13.5

( う ち 輸 出 額 ） （単位：百万円、未満切捨）

期    別

自 自

至 至

部  門  名

％ ％ ％

50.1 44.8 △ 323 △ 4.9

20.2 15.4 175 17.4

40.5 35.8 △ 147 △ 1.9合        計

化

成

品

部

門

％ ％

12,518

4,147

フ ァ イ ン 製 品 部 門

（
13 年 4 月 1 日

％

1,784

4,378

） ）

6,553

21,262 100.0

部
 
門

金  額

フ
ァ

イ
ン
製
品
部
門

6,883

1,472

4,163

前 期

（
12 年 4 月 1 日

合        計 18,399

（

8,546

13 年 3 月 31 日

金  額 構成比

14,708

4,424

当 期

100.0

13 年 4 月 1 日

14 年 3 月 31 日

構成比

1,733

金  額

（

増         減

当 期 前 期

）

5,880

2,128

）

6,590

金  額

増         減

金  額 輸出比率 金  額 輸出比率

14 年 3 月 31 日 13 年 3 月 31 日

12 年 4 月 1 日

部 門 別 売 上 高 表

（注）当期より、製品グループの区分を変更しました。最近の製品構成の変化に対応するとともに、市場の
　　　類似性を反映した分類を行うこととしたものであり、これにより当社の営業実態をより適切に示すこ
　　　ととしました。

化 成 品 部 門 1,187 1,011

増減率

増減率

7,454 7,602

6,267
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（単位：百万円、未満切捨）

自13年 4月 1日 自12年 4月 1日
至14年 3月31日 至13年 3月31日

（ 経 常 損 益 の 部）

１８，３９９ ２１，２６２ △ ２，８６２

１５，７９８ １６，５２０ △ ７２１

３，８３８ ４，０１８ △ １７９

） △ １，２３７ ７２３ △ １，９６１

( ３４０ ) ( ４１０ ) ( △ ７０ )

３１ ３５ △ ４

３０８ ３７４ △ ６６

( ６０８ ) ( ６００ ) ( ８ )

９８ １１１ △ １２

５１０ ４８９ ２１

） △ １，５０６ ５３３ △ ２，０４０

（ 特 別 損 益 の 部）

( １３ ) ( ９８０ ) ( △ ９６７ )

１３ － １３

－ ８５０ △ ８５０

－ １３０ △ １３０

( ３５８ ) ( １，１０７ ) ( △ ７４９ )

３５８ － ３５８

－ １，１０７ △ １，１０７

） △ １，８５１ ４０６ △ ２，２５８

８ ６５７ △ ６４９

△ ７７３ △ ４７３ △ ２９９

） △ １，０８６ ２２３ △ １，３０９

４８３ ４２８ ５４

） △ ６０３ ６５２ △ １，２５５

構 造 改 革 費 用

法 人 税 等 調 整 額

）

金      額

営 業 損 益 の 部

科  目

期  別

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

（

売 上 原 価

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 利 益 （ △ は 損 失

固 定 資 産 売 却 益

損 益 計 算 書

金      額

増      減

当    期 前    期

）

金      額

営 業 外 収 益

売 上 高

当 期 未 処 分 利 益 （ △ は 損 失

法人税、住民税および事業税

退職給付会計基準変更時差異償却

税 引 前 当 期 利 益 ( △ は 損 失

当 期 純 利 益 （ △ は 損 失

前 期 繰 越 利 益

（

営 業 外 損 益 の 部

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益 （ △ は 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 利 益
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(単位：百万円、未満切捨)

  科     目 科     目

[ 25,237 ] [ 28,506 ] [ △ 3,268 ] [ 14,493 ] [ 16,446 ] [ △ 1,952 ]

流　動　資　産 ( 13,605 ) ( 16,776 ) ( △ 3,171 ) ( 9,433 ) ( 9,900 ) ( △ 467 )

現 金 ･ 預 金 627 1,385 △ 757 1,262 2,163 △ 901

受 取 手 形 572 1,688 △ 1,115 2,452 3,351 △ 898

売 掛 金 4,253 4,633 △ 380 4,670 2,544  2,126

有 価 証 券 2 － 2 777 1,090 △ 313

製 品 ･ 商 品 3,305 3,760 △ 455 － 448 △ 448

半製品・仕掛品 3,503 4,002 △ 498 22 25 △ 2

原料品･貯蔵品 799 892 △ 93 69 56  12

未 収 入 金 252 181  70 180 220 △ 40

繰延税金資産 280 235  44

その他の流動資産 23 23  0 ( 5,059 ) ( 6,545 ) ( △ 1,485 )

貸 倒 引 当 金 △ 14 △ 27  13 2,550 3,560 △ 1,010

固　定　資　産 ( 11,632 ) ( 11,730 ) ( △ 97 ) 390 391 △ 0

有形固定資産 8,560 9,470 △ 910 2,118 2,593 △ 475

構 築 物 878 905 △ 26

機 械 装 置 4,845 5,264 △ 419 [ 10,744 ] [ 12,060 ] [ △ 1,315 ]

車 両 運 搬 具 7 10 △ 3 ( 2,343 ) ( 2,343 ) (  － )

工具器具備品 335 358 △ 23 ( 1,892 ) ( 1,876 ) (  16 )

土 地 247 247  － 1,551 1,551 －

建 設 仮 勘 定 64 385 △ 321 341 325 16

無形固定資産 68 14  53 ( 5,810 ) ( 7,070 ) ( △ 1,259 )

3,004 2,244  759 6,402 6,402 －

投資有価証券 1,477 1,601 △ 124 △ 603 652 △ 1,255

子 会 社 株 式 46 46  － ( ) ( △ 1,086 ) ( 223 ) ( △ 1,309)

（△は損失）

繰延税金資産 1,139 359  780 ( △ 0 ) ( － ) (△ 0 )

その他の投資等 162 150  12

貸 倒 引 当 金 △ 98 △ 83 △ 14

合    計 25,237 28,506 △ 3,268 合    計 25,237 28,506 △ 3,268

自 己 株 式

固 定 負 債

流 動 負 債

別 途 積 立 金

当期未処分利益

うち当期純利益

法 定 準 備 金

資 本 金

剰 余 金

長 期 預 り 金

退職給付引当金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未払法人税等

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

長 期 借 入 金

( 71( 698 )△)( 770153 109 
その他有価証券
評 価 差 額 金

建 物 2,181 2,298 116△

当 期 当 期前 期 前 期

増 減

現 在 現 在 現 在

14年3月31日
） （（
増 減

）
14年3月31日

長 期 貸 付 金 12

投   資   等

14 53

（ ）
13年3月31日

差 入 保 証 金 263

ソフトウェア等 68

貸 借 対 照 表

17 5△

4△12

( 資 本 の 部 )

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

16

)

）

 固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

現 在
（
13年3月31日
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自 自

至 至

) △ △

△

△ △

△

△

△

（ ） （ ） （△ ）

) △ △

　１株当たり配当金

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

０ . ００ ０ . ００ ０ . ００ ６ . ００ ０ . ００ ６ . ００

（

普 通 株 式

計

利 益 準 備 金

利 益 配 当 金

役 員 賞 与 金

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ）

次 期 繰 越 利 益 ( △ は 損 失

当期未処分利 益 ( △は 損失

固定資産圧縮積立金取崩額

損　失　処　理　案

）
13 年 3 月 31 日

増 減
）

当 期 前 期

（
12 年 4 月 1 日13 年 4 月 1 日

平 成 １ ３ 年 ３ 月 期

年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

平 成 １ ４ 年 ３ 月 期

１，０８３

６０３

（単位：百万円、未満切捨）

１，２５５

１

１０

４８３

１

14 年 3 月 31 日

１，２５６

１

１６

１４６

１０

１６

３

６００

６００

－

－

－

－

１４６

これを次のとおり処理します。

６５２

４

６５６
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重 要 な 会 計 方 針 

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法             

      その他有価証券 

         時価があるもの ：期末日の市場価格等に基づく時価基準によっております。 

また売却原価は移動平均法により算定しております。 

（評価差額は全部資本直入により処理） 

          時価がないもの ：原価基準（移動平均法） 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法        

商品、原材料 ：低価基準（移動平均法） 

上記以外の棚卸資産 ：原価基準（移動平均法） 

 

３．有形固定資産の減価償却の方法 ：定率法  

   

 

４．引当金の計上基準 

 ①貸 倒 引 当 金               一般債権については合理的に見積った貸倒率により、貸倒懸念 

債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し

て計上しております。 

 

 ②賞 与 引 当 金                従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づ 

き計上しております。 

                                   

  ③退 職 給 付 引 当 金               従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認

められる額を計上しております。 

                 また、役員退職慰労金の支払に充てるため、内規による当期末退

職慰労金要見積額の100％を繰入計上しております。       

                                                     

 

５．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

  ついては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．消費税等の処理の方法        ：税抜方式 

 
 
 
 

注 記 事 項 

 

                                             （当  期）       （前  期）  （増 減） 

１．有形固定資産の減価償却累計額            27,563百万円    26,831百万円      732百万円 

２．担保に供している資産                        ―           8,537百万円  △ 8,537百万円 

 

 



リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(工具・器具・備品等） （単位：百万円）

　 当  期 前  期 増  減

取 得 価 額 相 当 額 284 277 7

減価償却累計額相当額 228 204 23

期 末 残 高 相 当 額 56 72 △ 16

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

　　　占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(2)未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）

当  期 前  期 増  減

１ 年 以 内 26 42 △ 15

１ 年 超 29 30 △ 1

合 計 56 72 △ 16

（注）未経過リース料間期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

　　　期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

（単位：百万円）

当  期 前  期 増  減

支 払 リ ー ス 料 46 61 △ 15

減 価 償 却 費 相 当 額 46 61 △ 15

(4)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。

リ ー ス 取 引
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